
平成19年3月19日

電気通信事業紛争処理委員会の事務に関する電気通信事業紛争処理委員会の事務に関する
制度見直しについて制度見直しについて

（電波法･電気通信事業法の一部改正）（電波法･電気通信事業法の一部改正）

総務省 総合通信基盤局

資料 ５

-
69-



Ⅰ 無線局の開設等に係る斡旋・仲裁制度の導入

Ⅱ 無線局の運用者の変更制度の導入

Ⅲ 電気通信事業者に対する業務改善命令の要件の見直し

Ⅰ 無線局の開設等に係る斡旋・仲裁制度の導入

Ⅱ 無線局の運用者の変更制度の導入

Ⅲ 電気通信事業者に対する業務改善命令の要件の見直し

電気通信事業紛争処理委員会の事務に関する制度見直しの概要

・ 無線局に係る電気通信事業紛争処理委員会による斡旋･仲裁の制度を創設し、長期化している無線局新規
開設者等と既存免許人等との混信防止のための調整を促進。 【電波法及び電気通信事業法の一部改正】

・ 免許人･登録人以外の者による無線局の運用のための制度を創設。 【電波法の一部改正】

・ 近未來通信事件のような事案に対応するため、業務改善命令の発動要件を拡大。
【電気通信事業法の一部改正】

※ 他の電波法一部改正や放送法一部改正と合わせた法律案を「放送法等の一部を改正する法律案」として
今通常国会に提出予定。

・・・・・・ ７頁７頁

・・・・・・ 1212頁頁

斡旋･仲裁対象の拡大斡旋･仲裁対象の拡大

諮問対象の拡大諮問対象の拡大

・・・・・・ 1818頁頁
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斡旋･仲裁対象の拡大斡旋･仲裁対象の拡大-
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5,１1８局
移動局 4,19５局
固定局 5５２局
放送局 ８０局
その他 ２９１局

放送局 約２.6万局

約1億１９１万局

移動局 約９９８４万局

固定局 約１０万局

その他 約1９５万局

 

人工衛星局

地球局

地球局

地球局

衛星通信
衛星通信

防災通信
防災通信

消防署等

地方公共団体等
 

 

海上通信
海上通信

放送
放送

無線ＬＡＮ
無線ＬＡＮ

昭和２５年

船舶航空による保安通信や放送
防災等公共部門が中心に利用

昭和６０年

電気通信事業への民間参入が
可能となり、電波利用が拡大

平成１９年１月末

携帯電話をはじめとした個人利用
の移動系無線局の爆発的な普及

デジタル対応で電子メール
等新サービスが開始

テレビ電話等さらに多様
なサービスが開始

携帯電話
携帯電話

90年代中盤から

普及始まる

固定マイクロ回線
固定マイクロ回線 家庭内や外出先等様々な場所に設置さ

れた無線アクセスポイントを経由してイ
ンターネットアクセスを実現

無線局数及び主な利用の推移無線局数及び主な利用の推移

約３８１万局

移動局 約107万局

固定局 約3.8万局

放送局 約2.4万局

その他 約268万局

※ 制度見直しの背景①

○○ 移動局をはじめとする電気通信サービスの普及と共に、無線局の開設も爆発的に拡大。移動局をはじめとする電気通信サービスの普及と共に、無線局の開設も爆発的に拡大。
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無線ＬＡＮを上回るモビリティと伝送距離により、
屋外での面的なブロードバンドサービスを実現

広帯域移動無線アクセスの実用化
・2.5GHz帯のWiMAX等2006年度中制度化
・2007年夏頃に事業者を決定

アナログＴＶ放送終了後
の跡地利用の検討
・現在、VHF/ＵＨＦ帯の周波数有
効利用方策を情通審で審議中
（2007年6月に一部答申）
・導入電波システムを公募したと
ころ、100者からのべ181システ
ムの提案有

無線ＬＡＮの利用拡大（高速化）
現行無線LANを高速化するため、情通審で審議中
（2007年初頭制度化）

地域における
デジタルディバイド対策

無線ＬＡＮの利用拡大（周波数拡大）
5.6GHz帯を新たに無線LAN用周波数として開放(2007年初頭）

5.15 5.35 5.470 5.725(GHz)

200MHz幅

<追加帯域>

255MHz幅

2.400 2.497(GHz)

97MHz幅

周波数
拡大

高速化
対策

<現状>
チャンネル帯域を２
倍とし、さらに高密
度な送信方式を採用

複数アンテナにより
効率的・安定的な送
受信を実現

光ファイバ並の１００Ｍｂｐｓ以上に高速化

※ 制度見直しの背景②

○○ 殊に近年は、電波を利用した新しいサービス形態が次々と出現。殊に近年は、電波を利用した新しいサービス形態が次々と出現。
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○通信・放送の在り方に関する政府与党合意（平成18年6月20日）
・ 通信と放送に関する総合的な法体系について、基幹放送の概念の維持を前提に早急に検討に着手し、
２０１０年までに結論を得る。

○通信・放送の在り方に関する政府与党合意（平成18年6月20日）
・ 通信と放送に関する総合的な法体系について、基幹放送の概念の維持を前提に早急に検討に着手し、
２０１０年までに結論を得る。

○経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（平成18年7月7日閣議決定）

・ 「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」に基づき、世界の状況を踏まえ、通信・放送分野の改革を推進する。

○経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（平成18年7月7日閣議決定）

・ 「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」に基づき、世界の状況を踏まえ、通信・放送分野の改革を推進する。

○通信・放送分野の改革に関する工程プログラム（平成18年9月1日）

・ 通信と放送に関する総合的な法体系について検討するため、「通信・放送法制企画室」を設置するとともに（本年８

月１日に設置済）、通信・放送の融合・連携に対応した法体系の検討の方向性を具体化するため、新たに研究会を
設置する（本年８月30日に開催済）。

○通信・放送分野の改革に関する工程プログラム（平成18年9月1日）

・ 通信と放送に関する総合的な法体系について検討するため、「通信・放送法制企画室」を設置するとともに（本年８

月１日に設置済）、通信・放送の融合・連携に対応した法体系の検討の方向性を具体化するため、新たに研究会を
設置する（本年８月30日に開催済）。

○「通信・放送の新展開に対応した電波法制の在り方～ワイヤレス・イノベーションの加速に向けて～」
（平成19年１月26日）

・ 「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」において、「通信と放送に関する総合的な法体系について、基幹放送の
概念の維持を前提に早急に検討に着手し、２０１０年までに結論を得る。」とされたことを踏まえ、「通信･放送の総合的な
法体系に関する研究会」を平成18年８月30日から開催。同研究会において、通信･放送共通のインフラである電波の利用

をより迅速で柔軟に行うための手続の創設について提言。

○「通信・放送の新展開に対応した電波法制の在り方～ワイヤレス・イノベーションの加速に向けて～」
（平成19年１月26日）

・ 「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」において、「通信と放送に関する総合的な法体系について、基幹放送の
概念の維持を前提に早急に検討に着手し、２０１０年までに結論を得る。」とされたことを踏まえ、「通信･放送の総合的な
法体系に関する研究会」を平成18年８月30日から開催。同研究会において、通信･放送共通のインフラである電波の利用

をより迅速で柔軟に行うための手続の創設について提言。

※ 制度見直しの背景③
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急速に進む技術革新の成果が電波を利用するサービス等として円滑に実用化
されるように、電波法制について措置を講じることが必要。

１．近年、通信と放送の分野における
ブロードバンド技術、デジタル技術
を軸とした技術革新（イノベーショ
ン）の動きが急であり、通信・放送

の新しいサービス形態が出現。

２．通信・放送のインフラとして重要
な電波利用においては、周波数の逼
迫がこれまでになく進行。

※ 制度見直しの背景④

「通信･放送の総合的な法体系に関する研究会」における議論「通信･放送の総合的な法体系に関する研究会」における議論

（報告書『通信･放送の新展開に対応した電波法制の在り方』（平成19年1月26日））
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○ 斡旋･仲裁の制度を創設し、無線局を新設する場合等に行う既存無線局との混信防止に関する協議を促進。

○ 斡旋・仲裁の主体は、電気通信事業紛争処理委員会とする。

○ 斡旋･仲裁の手続を行うことができる無線局は、次のとおり。
・ 電気通信業務の用に供する無線局
・ 電気事業に係る電気の供給の業務の用に供する無線局
・ MCA陸上移動通信業務の用に供する無線局
・ 地方公共団体が設置する防災行政事務の用に供する無線局 等

※ 斡旋･仲裁等による既存無線局との調整の結果、契約を締結したときは、その内容を免許等申請に
際して提出することとする。

○ 斡旋･仲裁の制度を創設し、無線局を新設する場合等に行う既存無線局との混信防止に関する協議を促進。

○ 斡旋・仲裁の主体は、電気通信事業紛争処理委員会とする。

○ 斡旋･仲裁の手続を行うことができる無線局は、次のとおり。
・ 電気通信業務の用に供する無線局
・ 電気事業に係る電気の供給の業務の用に供する無線局
・ MCA陸上移動通信業務の用に供する無線局
・ 地方公共団体が設置する防災行政事務の用に供する無線局 等

※ 斡旋･仲裁等による既存無線局との調整の結果、契約を締結したときは、その内容を免許等申請に
際して提出することとする。

・ 周波数が逼迫する中、新システムの導入に際して必要な、電波の混信を防止するための既存の無線局等
との調整が１年から２年半に長期化する事例が発生、迅速な新サービスの提供が困難となる虞がある。

・ 周波数が逼迫する中、新システムの導入に際して必要な、電波の混信を防止するための既存の無線局等
との調整が１年から２年半に長期化する事例が発生、迅速な新サービスの提供が困難となる虞がある。

Ⅰ 無線局の開設等に係る斡旋･仲裁制度の導入

総務省令で規定

新設基地局Ａ

端末Ｂ

既存基地局Ｂ
新設基地局Ａ

端末Ｂ

電気通信事業紛争処理委員会の斡旋・仲裁により、
Ａからの妨害がないよう、Ａの費用負担によりＢを改造。

→ Ａの開設が可能。 ☆Ａ、Ｂ共に、電波の利用が可能。

新設基地局Ａの発射電波が、既存無線局Ｂの通信を妨害
→ Ａの開設は不可。

【想定される事例】

既存基地局Ｂ免許不可 免許可能

電気通信事業紛争処理
委員会による斡旋・仲裁

現行制度
新制度
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［参考①］ 無線局の開設手続

（微弱電波の無線）

①免許 ②包括免許 ③登録 ④免許・登録の不要なもの

・欠格事由の有無
・技術基準適合性
・周波数の割当可能性
・無線局の開設の根本的基準への
合致

・財政的基礎（放送をする無線局に
限る。）

・欠格事由の有無
・周波数の割当可能性
・無線局の開設の根本的基準への
合致

・欠格事由の有無

・周波数割当計画への適合性等

－ －

約３３３万局

（約３．３％）

約９，８５８万局

（約９６．７％）

３，４０２局

（約０．０％）
不明 不明

個々の無線局としての監理が必要

な無線局

・携帯電話基地局

・人工衛星局

・航空機局

・船舶局

・TV/ラジオ放送局

約１５０万件

基地局等に電波の発射が制御され

る無線局で、同一規格の無線局を

複数開設する場合

（技術基準適合表示）

高出力で電波が届く範囲は広いが、

混信防止の機能を有すること等に

より、混信排除が可能な無線局

（技術基準適合表示）

空中線電力が10mW以

下で、電波が届く範囲が

限られる無線局
（技術基準適合表示）

発射する電波が著し

く微弱な無線局

・携帯電話端末

・業務用無線（共同利用型）

・ＶＳＡＴ地球局

・無線LAN（高出力）の基地局等

・PHS基地局（10mW以下）

・電子タグの読み取り機（高出力）

・ｺｰﾄﾞﾚｽ電話

・無線LAN（低出力）

・ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ（ﾗｼﾞｵﾏｲｸ）

・自動車ﾚｰﾀﾞ

・電子ﾀｸﾞの読み取り機

（低出力）

・ｷｰﾚｽｴﾝﾄﾘｰ

・ｺｰﾄﾞﾚｽﾏｳｽ

７，３３４件 １，６０５件 － －

昭和25年
免許等不要制度

（市民ラジオ）

（小電力無線局）

包括免許制

免許制

登録制

特徴

主な用途

無線局数
（平成19年1月末）

開設審査

年間件数
（平成18年）

昭和58年

昭和62年

平成9年

平成17年
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［参考②］ 無線局開設手続とあっせん・仲裁（免許局の場合）

無線局開設の検討無線局開設の検討

変更の許可
／指定の変更

変更の許可
／指定の変更

妨害の可能性がある
免許人等との事前調整

妨害の可能性がある
免許人等との事前調整

妨害の可能性がある
免許人等との事前調整

妨害の可能性がある
免許人等との事前調整

＜審査内容＞
・欠格事由の有無
・技術基準適合性
・周波数の割当可能性
・根本基準への合致

（電波法第７条）

＜許可事項＞
・通信の相手方、通信事項、無線
設備の設置場所（移動範囲）の
変更又は無線設備の変更の工事

（電波法第１７条第１項）

＜指定事項＞
・識別信号、電波の型式、周波数、
空中線電力又は運用許容時間

（電波法第１９条）

あっせん・仲裁あっせん・仲裁あっせん・仲裁

・免許又は変更許可を
受けられる可能性の増大

・割当可能な周波数の増大
・調整に要する期間の短縮

・免許又は変更許可を
受けられる可能性の増大

・割当可能な周波数の増大
・調整に要する期間の短縮

＜他の免許人等との調整＞

・干渉の許容値の合意形成
・妨害排除措置の選定

・設置場所の調整
・アンテナの向きや出力の調整
・フィルタの挿入 等

・上記措置のための費用負担
方法の決定

・干渉の許容値の合意形成
・妨害排除措置の選定

・設置場所の調整
・アンテナの向きや出力の調整
・フィルタの挿入 等

・上記措置のための費用負担
方法の決定

妨害の可能性がある
無線システムとの調整

妨害の可能性がある
無線システムとの調整

＜無線システム導入の検討＞
（技術分科会等での検討）

【得られる効果（例）】

技術基準への反映

免許の拒否免許の拒否

変更の拒否変更の拒否

開設を断念開設を断念

上記調整の手段として

＜調整内容＞

現状：１ヶ月
～２年半程度

免許内容の
変更等の申請

免許内容の
変更等の申請

免許

＜電波監理審議会＞

免許

免許申請免許申請

諮問諮問

意見聴取意見聴取

答申答申
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（「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会」事務局アンケート・ヒアリング結果による。）（「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会」事務局アンケート・ヒアリング結果による。）

・干渉許容レベルについての認識差の調整

・妨害回避策の選定

（出力の低減、アンテナの方向の変更、干渉低減フィルタの追加、周波数変更等から選定）

・上記回避策のための費用の負担方法の決定

・干渉許容レベルについての認識差の調整

・妨害回避策の選定

（出力の低減、アンテナの方向の変更、干渉低減フィルタの追加、周波数変更等から選定）

・上記回避策のための費用の負担方法の決定

［参考③］無線局間の調整における主な論点

無線局の開設等に際して既存無線局との間で行われる調整が難航する場合には、概ね
大半は次の３つの論点について意見が衝突している模様。

無線局の開設等に際して既存無線局との間で行われる調整が難航する場合には、概ね
大半は次の３つの論点について意見が衝突している模様。
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［参考④］ 無線局等間の調整事項と申請手続等との関係（免許局間の場合）

免許状記載事項 工事設計／無線設備
（§6Ⅰ⑦等、§17）

指定事項
(§6Ⅰ⑤等、§19)

空中線

空中線電
力

周波数 運用許容時間

離隔距離をとる ○

送
信
機

無
線
設
備
系
統
図

設置場所
(§6Ⅰ④、
§17)

型式名 利得 指向方向

○

○

○

運用上の取り決め

○ ○

○

○

○

○
（例） 空中線電力の許容偏差内に
限り、一時的に空中線電力を下げ
る

○
（例） 関係免許人間の取り決め等
に基づき、弾力的に調整

○

○

調整事項

アンテナの向きの変更

アンテナの種類変更
（例：指向特性を強いものに変更）

○

フィルタの挿入

空中線電力を下げる

周波数の変更

運用時間が重ならないよう
にする

無線局等間の調整対象となるのは、無線設備（工事設計）や免許状記載事項に係る事項が多く、調整の結果、
これらに変更が生じる場合には、無線局開設の免許等又は変更許可等の手続が必要となる。

（例） 「主輻射の角度が
北から○度方向」と指定

（例） 空中線電力につ
いて実効輻射電力の指
定

（例） Ａ局には「午前」、Ｂ局には
「午後」と運用時間を指定

（条項号番号は、電波法のもの。）
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（１）免許人等以外の者が、無線局を運用できる制度を創設。
（２）免許人等は、他者に無線局の運用をさせるときは、遅滞なく総務大臣に届出を行う。
（３）免許人等が他者に無線局を運用させるときは、実際の運用者が運用責任を、免許人等が監督責任を負う

こととする。

（４）次を新制度の適用対象とする。
① 非常時の通信（※１）を行う簡単に操作できる無線局

※１ 地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人命の救助、災害の救援、
交通通信の確保又は秩序の維持のために必要な通信

② 登録制対象の無線局（例：PHS基地局（10ｍＷ以下）、５GHz帯無線アクセスシステム（FWA等））

（１）免許人等以外の者が、無線局を運用できる制度を創設。
（２）免許人等は、他者に無線局の運用をさせるときは、遅滞なく総務大臣に届出を行う。
（３）免許人等が他者に無線局を運用させるときは、実際の運用者が運用責任を、免許人等が監督責任を負う

こととする。

（４）次を新制度の適用対象とする。
① 非常時の通信（※１）を行う簡単に操作できる無線局

※１ 地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人命の救助、災害の救援、
交通通信の確保又は秩序の維持のために必要な通信

② 登録制対象の無線局（例：PHS基地局（10ｍＷ以下）、５GHz帯無線アクセスシステム（FWA等））

・ 現行制度では、無線局の免許人等のみが無線局を運用することを義務づけ。
・ 混信の防止が比較的容易な一定の無線局については、免許人等以外の者が設備の貸与等を受けて
運用ができる場合を認めて、新しいサービス提供形態等の創出を後押しすることが有意義。

・ 現行制度では、無線局の免許人等のみが無線局を運用することを義務づけ。
・ 混信の防止が比較的容易な一定の無線局については、免許人等以外の者が設備の貸与等を受けて
運用ができる場合を認めて、新しいサービス提供形態等の創出を後押しすることが有意義。

Ⅱ 無線局の運用者の変更制度の導入

ビル管理者や再販業者等による運用

【例：ＰＨＳ基地局（小電力）】

ＰＨＳ基地局（小電力）

電気通信事業者による運用

電話局

（５）免許人等と実際の運用者との双方が電気通信事業者である場合に、無線局の運用に係る双方間の契約
に関する紛争について、電気通信事業紛争処理委員会の斡旋･仲裁の対象とすることを検討中。
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諮問対象の拡大諮問対象の拡大-
82-



１ (株)近未來通信の概要と現状

２ (株)近未來通信事件の問題点

３ これまでの経緯

年月日 総務省の

○ 平成11年3月、一般第二種電気通信事業者として届出。

○ 平成18年12月20日、東京地方裁判所が(株)近未來通信と同社社長石井優社長の破産手続開始を決定、同社の
サービスについては、同年12月27日付けで破産管財人が電気通信事業廃止届出書等を提出。

○ 国内外に設置した「ＩＰ電話中継局」を投資家に販売し、当該中継局の利用で得られた電話利用料金から配当を還元す
るとの触込み。

○ 実際には、電話利用料金からではなく、「中継局オーナー」の名目で多数の者から集めた資金を還元（【別紙１】参照）。

対応 備考

8月29日

10月27日

11月24日

11月27日

11月30日

12月 1日

12月 2日

12月 4日

12月20日

12月25日

12月27日

情報公開請求への対応（(株)近未來通信に係る行政文書の開示）

破産管財人が(株)近未來通信の廃止届出書等提出

投資配当“自転車操業”等の新聞報道。平成１８年

～１０月
電気通信事業法に基づく報告徴収を実施。

(株)近未來通信より報告書が提出。

電気通信事業法に基づく立入検査を実施。

報告徴収及び立入検査結果の概要公表（【別紙２】参照）

ＫＤＤＩがサービス停止

被害者弁護団が投資家への説明会開催

警視庁、一斉捜査開始。

(株)近未來通信に対する破産手続開始決定

１２月

被害者弁護団を結成

１１月

((株株))近未來通信問題について近未來通信問題について

※ 制度見直しの背景①
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４ 総務省のこれまでの対応

○ 総務省は、電気通信事業法で授権された権限の範囲内で、報告徴収、立入検査
を実施。その結果を公表する等の対処を行った（【別紙２】参照）。

○ 本件は、電気通信サービスの利用者の利益阻害が最後まで現れない事案であっ
たため慎重な対応を取ったところ、行政としての対応が遅れたとの批判がある（※）。

５ 今後の対応

※ 電気通信事業法第29条第1項第9号は、業務改善命令の要件を「利用者利益を阻害しているとき」としていた
ため、(株)近未來通信の利用者からの苦情がほとんどない中、即座に業務改善命令を発動することは、困難
だった。

○ 電気通信の健全な発達、国民の利益の確保を図る観点から、(株)近未來通信の
ような同種の事案の再発を防止し、また、不健全なサービス提供を行っている事業
者等に対して適時適切な対処を行えるよう、電気通信事業法を改正することとする。

※ 制度見直しの背景②
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配当

中継局（サーバ）利用者

（株）近未來通信

投資

中継局オーナー（投資家）

利用料
設置費用

（実際の資金の流れ（自転車操業状態））

利用

近未來通信の説明

実際の資金の流れ

【別紙１】※ 制度見直しの背景③ －(株)近未來通信をとりまく資金の流れ－
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平成１８年１１月３０日

株式会社近未來通信に対する報告徴収及び立入検査の結果等の公表

総務省は、株式会社近未來通信に対して、電気通信事業法第１６６条第１項の規定に基づ
く報告徴収及び立入検査を実施しましたので、その結果等を公表します。総務省としては、今
後、この結果を踏まえて、所要の措置を講じます。

１ 経緯
総務省は、平成１８年１０月２７日に株式会社近未來通信（東京都中央区）に対し、同社の電気

通信サービスの利用者保護の観点から、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１６６条第１
項の規定に基づく報告を求める文書を発出し、同年１１月９日までに回答を求めました。同社から
は、同月９日及び１７日の二度にわたる報告期限の延長を経て、同月２４日に回答が提出されまし
た。総務省は、同月２７日に当該回答の不備な点に関して同社に対する立入検査を電気通信事業
法第１６６条第１項の規定に基づき実施しました。

２ 報告徴収及び立入検査の結果
株式会社近未來通信に対する報告徴収及び立入検査の結果、次の事項が明らかになりました。

（１）平成１７年７月期における同社の電気通信事業収入は、全売上高１８１億円中３億円程度であ
ること（詳細は、別紙中（※１）参照）。
（２）同社から報告のあった中継局のサーバは１２３箇所（２，４６６台）（うち2箇所にはサーバ数の
記載なし）であるが、システムの運用状態を確認したところ、立入検査した２箇所においては２台の
運用を確認。なお、電話サービスは、上記のものとは別のシステム（報告には記載なし）によっても
提供されていることを確認（詳細は、別紙中（※２）参照）。

３ 株式会社近未來通信に対する措置
株式会社近未來通信に対しては、報告徴収及び立入検査の結果を踏まえて、利用者利益保護

の観点から、利用者からの問合せ等に対し適切かつ迅速に対応できる社内体制の整備や、電気
通信事業を休廃止する場合の利用者への周知等を行政指導することとします。

本件に対する御問合せ先
総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課
担 当：柴崎課長補佐、道祖土係長
電 話：０３―５２５３－５８５４
ＦＡＸ：０３－５２５３－５８５５

サーバ売上 11,428,291,065円

サーバ保守売上 6,309,140,679円

通信料売上（※１） 301,108,256円

その他売上 104,748,796円

計（※1） 18,143,288,796円

発行枚数 販売枚数 使用枚数

626,775枚 243,082枚 335,535枚

別 紙

発行枚数 販売枚数 使用枚数

409,000枚 ― 96,525枚

○ 年間売上高（平成１７年７月期（Ｈ １６．８－１７．７））

○ 利用契約数（平成１７年７月期（Ｈ １６．８－１７．７））
・プリペイドカード契約数：

・チャージ式プリペイドカード契約数

・固定電話用アダプター契約数：
・テレビ電話機器契約数：

587
3,337

○ 電気通信設備・ネットワーク構成（中継局の設置箇所数及びサーバ台数）
・平成１８年１１月２４日付けの報告では、中継局（ユーザとユーザ認証、課金を行うサー
バとの間を中継するもの）及び当該中継局に設置されているサーバは、国内外１２３箇
所（２，４６６台）（うち2箇所にはサーバ数の記載なし。以下同じ。）（※２）。

・立入検査時に、上記システムの運用状態を確認したところ、立入検査を実施した２箇
所において２台の動作を確認。同社からは、現在同システムは１２３箇所（２，４６６台）
のうち７箇所において７台運用しているとの説明があった（※２）。

・なお、電話サービスは、上記のものとは別のシステム（報告には記載なし）によっても提
供されていることを確認。

※ 制度見直しの背景④ －（株）近未來通信に対する報告徴収及び立入検査の結果等の公表ｰ

【別紙２】
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Ⅲ 電気通信事業者に対する業務改善命令の要件の見直し

現在の要件（電気通信事業法第29条第1項）現在の要件（電気通信事業法第29条第1項）

● 通信の秘密の確保に支障

● 不当な差別的取扱い

● 重要通信に配慮していない

利用者の利益を阻害するとき利用者の利益を阻害するとき 公共の利益を損なうおそれがあるとき公共の利益を損なうおそれがあるとき

● 国際約束を誠実に履行していない

● 接続等の提供に関する不当な運営

● 回線設備を設置しない事業者のサービ
スにより、需要を同じくする他事業者の
回線設備の保持が経営上困難となる

「利用者利益の保護」に加え「電気通信の健全な発達」の観点を追加

※ 電気通信事業法（抄）
（目的）

第１条 この法律は、電気通信事業の公共性にかんがみ、その運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な競争を促進することにより、
電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉
を増進することを目的とする。

● 利用者に対する電気通信役務の料金
その他の提供条件の適正性が確保され
ていない

● 事故による支障を除去等しない

● 上記のほか、電気通信事業者の業務の
方法が適切でないため、利用者の利益
を阻害しているとき

要件を拡大
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許可制

［参考］ 電気通信事業の規制体系の変遷

■競争原理の導入
（電気通信事業法の制定）

■電電公社の民営化
（NTT法の制定）

■競争原理の導入
（電気通信事業法の制定）

■電電公社の民営化
（NTT法の制定）

電気通信事業の規制政策

■ＮＴＴの再編成

（参入規制緩和）
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃

（ネットワーク構築の柔軟化）
■二種事業者の回線設置を可能に

（接続ルール整備）
■接続ルールの制度化
■長期増分費用方式の導入

■ＮＴＴの再編成

（参入規制緩和）
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃

（ネットワーク構築の柔軟化）
■二種事業者の回線設置を可能に

（接続ルール整備）
■接続ルールの制度化
■長期増分費用方式の導入

■非対称規制の拡充
■ＮＴＴ東西の活用業務の創設
■ユニバーサルサービス基金
制度導入

■電気通信事業紛争処理委員
会の創設

■非対称規制の拡充
■ＮＴＴ東西の活用業務の創設
■ユニバーサルサービス基金
制度導入

■電気通信事業紛争処理委員
会の創設

（改正電気通信事業法の施行）
■参入規制の大幅緩和
■料金・約款規制の原則廃止
■利用者保護ルールの整備

■競争評価の実施

（改正電気通信事業法の施行）
■参入規制の大幅緩和
■料金・約款規制の原則廃止
■利用者保護ルールの整備

■競争評価の実施

Ｓ６０（１９８５）～ Ｈ９（１９９７）～ Ｈ１３（２００１）～

第一種
電気通信事業者

一般第二種
電気通信事業者

Ｈ１６（２００４）～

登録制
特別第二種
電気通信事業者

届出制

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

ＳＳ6060…… Ｈ４Ｈ４ H1H1５５HH９９

各年度末各年度末

(社)

第１種事業者

第２種事業者

届出事業者

登録事業者

登録事業者登録事業者 315315社社

届出事業者届出事業者 13,45913,459社社

合計合計 13,74413,744社社

１種事業者１種事業者 420420社社

２種事業者２種事業者 12,04412,044社社

合計合計 12,46412,464社社

１種事業者１種事業者 249249社社

２種事業者２種事業者 7,6517,651社社

合計合計 7,9007,900社社

HH１１１１

電気通信事業者数の推移電気通信事業者数の推移

１種事業者１種事業者 77社社

２種事業者２種事業者 209209社社

合計合計 216216社社

H1H1７７

※回線設備を自ら設置してサービスを提供する事業者。

※特別第二種以外の第二種電気通信事業者。

※第一種電気通信事業者から回線の提供を受けてサービスを提供する事業者（第二種電気通信事業者）
のうち、国際専用線を借りて国際サービスを提供する事業者または国内音声伝送サービスを公専公接続
で不特定多数の利用者に提供する事業者。

※回線設備を自ら設置してサービスを提供する事業者のうち、
中継系が都道府県を超えるまたは端末系が市町村を超える場合。

※登録が必要な事業者以外の事業者。

登録制

届出制

H1H1６６H1H1４４H1H1３３H1H1２２H1H1００HH６６HH５５ HH８８HH７７
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